
「指定訪問介護」重要事項説明書 
                    （令和 8年 6 月 1日現在） 

 

 

本重要事項説明書は、当事業所とサービス利用契約の締結を希望される方に対して当事業所の 

概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを説明するものです。 

 

１. 事業者（法人）の概要 

 

 法 人 名 社会福祉法人 いぶすきケアネット 

 法人の所在地 鹿児島県指宿市東方 10235番地 1 

 電 話 番 号  0993-23-5511 

 代表者の氏名  理事長  大重 力 

 設立年月日  平成 27年 1月 1日 

 

２. 事業所の概要 

   

 事 業 所 名 ケアネット訪問介護事業所 

 所 在 地  鹿児島県指宿市大牟礼 4丁目 4番 8号 

 電 話 番 号  0993-24-5851 

 指定年月日  平成 27年 1月 1日 

 介護保険事業所番号  4671000679 

 提供するサービスの種類  指定訪問介護・総合事業訪問型サービス・第一号訪問事業 

 サービスを提供する地域  指宿市 鹿児島市喜入地区 

 

3. 事業の目的及び運営方針 

  

 

 

 

事業の目的 

  ケアネット訪問介護事業所が行う指定訪問介護事業及び鹿児島市が実施す

る総合事業訪問型サービス及び指宿市が実施する第一号訪問事業（以下「事

業等」という。）の適正な運営を確保する為に、人員及び管理運営に関する事

項を定め、事業等の介護福祉士又は訪問介護員研修の修了者（以下「訪問介

護員等」という。）が要介護状態又は要支援状態にある高齢者（以下「要介護

者等」という。）に対し、適正な訪問介護及び鹿児島市が実施する総合事業訪

問型サービス及び指宿市が実施する第一号訪問事業（以下「指定訪問介護等」

という。）を提供することを目的とします。 

 

 

運営方針 

 事業所の訪問介護員等は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有す 

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事 

の介護、その他生活全般にわたる援助を行う。 

 事業等の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・福祉サービスとの

綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。 
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４. 職員体制 

   管 理 者       1名 

      管理者は、事業所等の従業員の管理及び業務の管理を一元的に行うものとする。 

 

   サービス提供責任者   ２名以上（常勤） 

サービス提供責任者は、以下に掲げる業務を行う。 

ア 指定訪問介護等の利用の申し込みに係る調整を行う。 

イ 利用者の状況の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。 

ウ サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者等と連携を図ること。 

エ 訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状

況についての情報を伝達すること。 

オ 訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。 

カ 訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。 

キ 訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。 

ク その他サービス内容の管理について必要な業務を行う。 

 

   訪問介護職員       5名以上 

介護職員は指定訪問介護等の提供にあたる 

 

 

５. 営業日及び営業時間 

   営 業 日                月曜日～金曜日（1/1～1/3は除く） 

   営業時間        8：30～17：30 

   サービス提供時間    24時間 

     但し緊急の場合は電話等により連絡可能な体制とします。 

  

 

６. サービス内容 

① 身体介護 

・食事介助・入浴介助・排泄介助・清拭・散歩・外出介助・通院介助・デイケア準備等 

② 生活援助 

・買い物・清掃・洗濯・調理等 

 

 

7. 利用料金 

①  利用料 

   介護保険からの給付サービスを利用する場合は、各利用者の負担割合に応じた額となります。 

   サービス別利用料は「別紙」を参照してください。 
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●  緊急時訪問介護加算  

利用者やその家族などからの要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネジャ

ーと連携を図り、ケアマネジャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者ま

たはその他の訪問介護員などが居宅サービス計画にない訪問介護（身体介護）を

行った場合加算されるものをいいます。  

100 単位加算  

 

●  初回加算  

新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月

内に、サービス提供責任者が、自ら訪問介護をする場合または他の訪問介護員な

どが訪問介護をする際に同行訪問した場合に加算されるものをいいます。  

200 単位加算  

 

●  介護職員処遇改善加算Ⅰロ（利用料の 2８ .７％）  

但し、介護保険の給付の範囲を越えた部分に係るサービス利用は全額自己負担となります。 

 

●特定事業所加算（Ⅱ）（介護報酬に 10％の加算） 

介護保険制度のなかで、サービス提供体制が一定の水準以上である場合に認められる「特定事業     

所」の指定を受けています。 

 

●早朝 6：00～8：00、夜間 18：00～22：00にサービスを提供した場合 *25%割増 

●深夜 22：00～6：00にサービスを提供した場合 ＊50％割増 

 

② 交通費 

サービスを提供する地域を越えて行う指定訪問介護等に要した交通費は実費を負担して頂くこと

になります。 

 なお、自動車を使用した場合の交通費は次の通りです。 

    通常の事業の実施地域（指宿市・鹿児島市喜入地区） 無料 

    通常の事業の実施地域を超えた地点から １ｋｍごと１００円増しです。 

 

③ その他 

利用者宅で、サービスを提供するために使用する、水道、ガス、電気等の費用は実費負担と 

なります。 

毎月１０日以降に前月分の請求を致します。お支払頂きますと、領収書を発行致します。 

                

 

7. サービスの留意事項 

 ① お客様のご都合でサービスを終了する場合、サービスの提供を終了する 3 日前までにお申し

出ください。 

  ② 人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございま

すが、その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知いたします。 
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  ③ 契約者が事業者や訪問介護員に対して、この契約を継続し難いほどの言動又はハラスメント 

行為をした場合は契約を解除させていただきます。 

（ハラスメント行為とは契約書第 20条の四を参照） 

④ 自動終了 

 以下の場合は双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・利用者が介護保険施設等に入所した場合。 

・介護給付費でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と認定され 

た場合 

（※この場合条件を変更して再度契約することができます。） 

・利用者が亡くなられた場合。 

 

 

8. 訪問介護員の禁止行為 

① 医療行為 

② 利用者もしくはご家族の金銭、預金通帳、証書、書類等の預かり 

③ 利用者もしくはその家族等から金銭又は物品、飲食の授受 

④ ご契約者の家族等に対するサービスの提供 

⑤ 飲酒・喫煙及び飲食（移動介護等において利用者の同意を得て利用者と一緒に飲食を行う 

場合は除きます。） 

⑥ その他利用者もしくはその家族等に対し行う宗教活動、政治活動、営利活動及びその他迷 

惑行為 

 

 

9. サービス実施記録の確認 

    提供したサービスの実施日時、内容などを記録し、利用者にご確認いただきます。もし内容 

   に間違いがあればご指摘ください。なお、サービス実施記録は、提供日から 5年間保存します。 

 

 

10. 災害時等によるサービスの変更・中止について 

    天候不順（降雪・台風等）または災害、感染症等によりサービスの実施、継続が困難な場合 

   は訪問を中止、または変更させていただくことがあります。 

    その場合は、利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう関係機関 

   とも連携を図るなどの措置を講じます。 

 

 

11. 身体拘束等の禁止 

   1 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するた 

め緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体 

拘束等」という。）を行わない。 

   ２ 事業所は、やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身 

の状況並びに緊急やむを得ない理由をその他必要な事項を記録します。 
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３ 事業所は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

（１） 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報通信

機器を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果

について、従業者に周知徹底を図る。 

（２） 身体拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（３） 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 

 

 

1２. 虐待防止の措置 

利用者への未然の虐待防止の為、次の処置を講ずるものとします。 

（1） 事業者における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他

の情報通信機器を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとと

もに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（2） 虐待防止のための指針を整備する。 

（3） 事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（4） 前 3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

（5） 利用者の行動範囲の周知徹底 

 

 

１３. 衛生管理 

    事業所は、訪問介護員等の清潔の保持及び健康状態の管理、並びに事業所の設備及び備品等 

   の衛生的な管理に努めます。 

 

 

１４. 感染症対策 

    事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じます。 

（１） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレ  

ビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行う事ができるものとする。）定期的 

に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（２） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（３） 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修並び

に感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する。 

 

 

１５. 業務継続計画の策定等 

１ 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に 

実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下、「業務継続 

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

2 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定 

期的に実施します。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務計画の変更を行います。 
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１６. 事故発生時の対応 

    サービスの提供時に事故が発生した場合には、利用者がお住まいの市町村、ご家族に早急に連

絡するとともに、必要な措置を講じます。 

    また、利用者に対して当事業所の訪問介護サービスにより賠償すべき事故が発生した場合は、

速やかに損害賠償致します。 

    なお、当事業所は東京海上火災保険株式会社と損害賠償契約を結んでおります。 

 

 

1７. 緊急時の対応方法 

    サービスの提供中に容体の変化等があった場合には、事前の打ち合わせにより、利用者の主治 

医、救急隊、ご家族、介護支援専門員等への連絡を致します。 

 

 

1８. サービス内容に関する苦情 

    当事業所の提供したサービスに対して、不満や苦情がある場合には、どんな些細な事でも構い 

ませんので、次の窓口までお申しつけ下さい。 

 

①  当事業所のお客様相談・苦情窓口 

苦  情  受  付  窓 口 永池 さおり （管理者） 

苦 情 解 決 責 任 者 
東 春美 （在宅統括部長） 

永池 さおり （管理者） 

第  三  者  委  員 
亀之園 初子 （評議員） 

田中 重行  （評議員） 

電   話   番   号 ０９９３－２４－５８５１ 

Ｆ  Ａ  Ｘ  番  号 ０９９３－２３－８０８８ 

 

 

②  行政機関その他苦情受付機関 

     当事業所以外に、お住まいの市町村・県及び鹿児島県国民健康保険団体連合会の相談窓口等

に苦情を伝えることができます。 

 

指宿市役所 介護保険担当課  

     電話番号 0993-22-2111 

     指宿市役所山川庁舎 介護保険担当課 

     電話番号 0993-34-1111 

      

     指宿市役所開聞庁舎 介護保険担当課 

電話番号 0993-32-3111 

 

鹿児島市役所 介護保険担当課 

電話番号 099-216-1278 
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     鹿児島県国民健康保険団体連合会  

     電話番号 099-213－5122 

 

     鹿児島県介護保険担当課  

     電話番号 099-286-2674 

 

③  第三者による評価の実施状況      なし 

 

 

1９. 個人情報の保護と秘密保持 

・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者、ご家族 

等に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、又は当事業所が破産した場合、利用者は文書

で解約を通知することによって即座にサービスを終了できます。 

・事業所が必要とした場合、サービス担当者会議にて利用者又はご家族の情報を用いることがあ 

ります。 

・従事者は業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を漏らしません。 

・従業員であった者が退職した後も、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持させま 

す。これらの秘密を保持するべき旨を、従業員との雇用契約の内容と致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

 

   指定訪問介護等重要事項説明書 の説明は               が致しました。 

 

  不明な点がございましたら、遠慮なくご相談ください。 
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